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平成22年度 第11回 大阪府河川整備委員会　議事概要

日　時
：平成２3年3月30日（水）16:30～1９:30
場　所
：大阪府公館
出席者 ：増田委員長代理、石田委員、多々納委員、中川委員、中谷委員、野呂委員、
久委員、弘本委員、堀野委員、前迫委員、道奥委員、（欠席:中嶋委員、堀委員長）
概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
（1） 一級河川安威川の治水手法について
　〇ダムの環境への影響について、下流の河道にも影響があるのではないか。

　●記載できていないので修正する。
　〇費用算出の考え方が不明確なためしっかりと示しておくべき。
　〇不特定利水のために施設を作るという考えはなじまない。ダムを作ろうとするから不特定容量の議論がでてくるのであり、それについてしっかりと説明すべき。
　●大阪府の市街地を流れる河川については、水環境の改善という見地で正常流量を確保すべきと考えるが、その必要性については引き続きご審議いただきたい。
　〇支川を含めた流域の治水安全度はどうなっているのか。内水浸水の考え方を示してほしい。
　●支川については、おおむね改修済みであるので、本川の治水能力を向上させる必要がある。内水浸水に対しては河川の現況流下能力を考慮してポンプを調整しており、流下能力が向上すれば内水浸水は軽減されるが部分的に残るエリアもある。
　〇これまでの検討結果を踏まえ、不特定利水の必要性については継続審議とし、次の段階に進まない前提で、治水手法としてのダム案について決をとりたい。

　　⇒各委員ダム案で了承
（2） （仮称）洪水リスク表示図について

　〇リスク表示は避難ではなく、人命の損傷や資産被害のリスクを示すものであり、ハード整備の効果を示すものである。ポイントがずれているのではないか。
●今回示したリスク表示図は避難にもつなげ、住民に避難回避行動をとってもらえるものにしたい。

〇誰がどう使うかによって複数の示し方があるはず。何を示すものかを説明しておくこと。必ずしもシミュレーションどおりにならず、住民が臨機応変にリスク表示図を活用することが大切。耐水型都市づくりは誰がリスク負担するかということで、個人負担では納得されない。地区単位やコミュニティ単位で被害補償とセットとなるべき。
〇マップやマニュアルは、その上の地域防災計画等との関係が抜けているのではないか。
〇「逃げる」「しのぐ」「防ぐ」は腹を据えてやってほしい。今回の津波被害を見ても行政施設がリスクの高いところにあることも多く、すぐに移転は難しいが、対処方法を考えてほしい。高床式の建築は耐震化に弱いなど誘導のリスク（トレードオフの関係）も示しておくべき。
〇ワークショップによるマップ作成は、社会実験的にやっていくと思うが、代表的なところだけではなく、いろいろなところでやってみて反省点を取り上げてほしい。また、1/200は超過洪水としているが、それ以上の超過洪水があることを示しておくべき。
〇リスク表示図は「避難」「耐水型都市づくり」「流出抑制」「治水施設の保全・整備」のための基礎情報と整理したらよい。
（３）当面の治水目標の設定に関する課題等について
　●時間雨量65ﾐﾘ対策か80ﾐﾘ対策かを選択する事業効率評価指標として、試算結果をみると河川毎でB-CとEIRRの大小が逆転する。事務局としては、当面の治水目標を設定する際の事業効率評価指標としては、原則「B（便益）―C(費用)」とし、経済的内部収益率（EIRR）は、河川の優先順位の判断材料の一つとしたいと考えるがどうか。
　〇事務局の提案でおおむね妥当と考える。
まとめ
(1) 一級河川安威川の治水手法について

・治水手法についてはダムを妥当と認める。但し、資料の根拠がわかるように整理すること。また、不特定利水容量などダムの規模に関することは引き続き継続審議とする。

(2)（仮称）洪水リスク表示図について

・（仮称）洪水リスク表示図の目的を整理すること。

　・ミスリードすることのないように条件を明確にすることが必要。

　(3)当面の治水目標の設定に関する課題等について

・事務局の提案でおおむね妥当と認める。
